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中部運輸局改正後の地域公共交通会議

地域公共交通会議

根拠
道路運送法施行規則
（第９条の３）

主な協議事項

・乗合旅客運送の態様
（路線定期・不定期、 区域）

・運賃・料金等に関する事項

・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項 等

対象 バス、タクシー、自家用有償旅客
運送

構成員

市町村又は都道府県

一般旅客自動車運送事業者及びそ
の組織する団体

住民又は旅客

運輸局

事業者の運転者組織

道路管理者

都道府県警察

学識経験者その他地域公共交通会
議の運営上必要と認められる者

地域公共交通会議

根拠
道路運送法施行規則
（第１条の２）

主な協議事項

・乗合旅客運送の態様
（路線定期・不定期、 区域）

・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項 等

対象 変更なし

構成員 変更なし

法第９条第４項の協議会
（協議運賃）

根拠 道路運送法（第９条第４項）

協議事項 運賃・料金等に関する事項

対象 一般乗合旅客運送

構成員

市町村又は都道府県

運賃等を定めようとする一般乗合旅客
自動車運送事業者

運輸局

関係住民の意見を代表する者として指
名する者
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法定協議会 地域公共交通会議 運営協議会 地域協議会

根拠
地域公共交通の活性化及び再生
に関する法律
（第６条）

道路運送法施行規則
（第９条の３）

道路運送法施行規則
（第 51 条の８）

道路運送法施行規則
（第 15 条の４第２項）

主宰 市町村（複数可）又は都道府県 市町村（複数可）又は都道府県 市町村（複数可）又は都道府県 都道府県

主な協議事項

・地域公共交通計画の作成
及び実施に関し必要な事項

・道路運送法の各種特例（右
の地域公共交通会議、運営
協議会と同じ）

・乗合旅客運送の態様
（路線定期・不定期、区域）
・運賃・料金等に関する事項
・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項 等

・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項

※特定非営利活動法人等（申請
者）に意見を聴取

・地域住民の生活に必要な
旅客輸送を確保するため
の枠組みづくり

・具体的な路線に係る生活
交通の確保に関する計画
の作成

※特例は路線の休廃止のみ

対象 多様な交通モード
バス、タクシー、自家用有償旅
客運送

自家用有償旅客運送 特に定めない

構成員

主宰者（市町村又は都道府県）

公共交通事業者・道路管理者・
港湾管理者その他事業を実施す
ると見込まれる者

公安委員会、利用者、学識経験
者その他地方公共団体が認める
者

※道路運送法の特例を受ける
ためには、地域公共交通会
議の構成員を満たす必要が
ある

主宰者（市町村又は都道府県）

一般旅客自動車運送事業者及び
その組織する団体

住民又は旅客

運輸局

事業者の運転者組織

道路管理者

都道府県警察

学識経験者その他地域公共交通
会議の運営上必要と認められる
者

主宰者（市町村又は都道府県）

一般旅客自動車運送事業者及び
その組織する団体

住民又は旅客

運輸局

事業者の運転者組織

現に自家用有償旅客運
送を行っている特定非
営利活動法人等

学識経験を有する者その他の運
営協議会の運営上必要と認めら
れる者

少なくとも都道府県、関係
市町村、運輸局、関係旅客
自動車運送事業者

※分科会等を地域ごとに組
織することも可

【参考】 改正前の各種会議体の比較



中部運輸局

法定協議会 地域公共交通会議 運営協議会 法第９条第４項の協議会 地域協議会

根拠
地域公共交通の活性化及び再生
に関する法律
（第６条）

道路運送法施行規則
（第１条の２）

←地域公共交通
会議へ統合

※ただし、経過措
置により現に存
する改正前の道
路運送法施行規
則第５１条の７
第１号に規定す
る運営協議会は、
改正後の道路運
送法施行規則第
４条第２項に規
定する地域公共
交通会議とみな
される。

道路運送法
（第９条第４項）

道路運送法施行規則
（第 15 条の４第２項）

主宰
市町村（複数可）又は
都道府県

市町村（複数可）又は
都道府県

特に定めない 都道府県

主な協議事項

・地域公共交通計画の作成
及び実施に関し必要な事項

・道路運送法の各種特例（右
の地域公共交通会議、運営
協議会と同じ）

・乗合旅客運送の態様
（路線定期・不定期、区域）

・自家用有償旅客運送の必要性、
交通事業者による困難性

・旅客から収受する対価に関す
る事項 等

※特定非営利活動法人等（申
請者）に意見を聴取

・運賃・料金等に関する
事項

・地域住民の生活に必要
な旅客輸送を確保する
ための枠組みづくり

・具体的な路線に係る生
活交通の確保に関する
計画の作成

※特例は路線の休廃止
のみ

対象 多様な交通モード
バス、タクシー、自家用有償旅
客運送

一般乗合旅客運送 特に定めない

構成員

主宰者（市町村又は都道府県）

公共交通事業者・道路管理者・
港湾管理者その他事業を実施す
ると見込まれる者

公安委員会、利用者、学識経験
者その他地方公共団体が認める
者

※道路運送法の特例を受ける
ためには、地域公共交通会
議の構成員を満たす必要が
ある

主宰者（市町村又は都道府県）

一般旅客自動車運送事業者及び
その組織する団体

住民又は旅客

運輸局

事業者の運転者組織

道路管理者

都道府県警察

学識経験者その他地域公共交通
会議の運営上必要と認められる
者

※現に自家用有償旅客運送を
行っている特定非営利活動
法人等

市町村又は都道府県

運賃等を定めようとする一般乗
合旅客自動車運送事業者

運輸局

関係住民の意見を代表する者と
して指名する者

※市町村又は都道府県は 協議
するときは、あらかじめ、公
聴会の開催等関係者の意見を
反映させるために必要な措置
を講じる

少なくとも都道府県、関係
市町村、運輸局、関係旅客
自動車運送事業者

※分科会等を地域ごとに組
織することも可
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【参考】 改正後の各種会議体の比較（令和５年１０月１日施行）


